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ごあいさつ 

 

中国地区会会長 正保 正惠（福山市立大学） 

 

 日本家庭科教育学会中国地区会の皆様、当会の運営には、日ごろより様々な方面からご協力いただき、あ

りがとうございます。昨今は、世界中が新型コロナウィルスに振り回されていますが、早期の終息を願うば

かりです。そして、こんな時こそ、家庭科にできることがあるはずだとひとり考えあぐねております。 

さて、私は、これまでは日本家政学会での活動の方が多く、「家政教育部会」の部会長をさせていただき

ながら学会主催の「家庭生活アドバイザー」の立ち上げ・運営に携わってきました。「家庭生活アドバイザ

ー」は、学校教育での家庭科教育の内容を中心に、家族についての様々な課題を「予防・協働・教育」の観

点から、若い親たちや中高年の方々に的確なプログラムを提供していくために、講座を受けていただき、試

験や面接などの末、学会から資格を認定していくというものです。すでに 3期生までが講座を修了し、5 月

の認定式を終えると全国に 60 名ほどの「家庭生活アドバイザー」がそれぞれの得意分野を生かしながら活動

をしていくことになります。2020年も 9月に 2日間の集中講座が用意されていますので、ご関心がある方

は、（一社）日本家政学会の HPをご覧ください。全国の多くの家庭科の先生方が授業に活かすため、あるい

は定年後の活動を見すえて取り組んでおられます。 

さて、小学校では新学習指導要領の全面実施が始まります。中学校でも来年、高等学校 2年後に迫ってい

ます。各学校ではすでに移行期間ということで、カリキュラムの変更や教材の整理など、学年ごとに順次移

行に当たられていることと存じます。「主体的で対話的で深い学び」は取り組んでみると結構奥が深いです

ね。ご一緒に教材のための知恵を分かち合っていきたいものです。 

そういった意味も含め、今年は、中国地区の多くの先生方に取り組んでいただきました共同研究が、出版

という形で全国の関係者の皆様にお届けできる準備を進めています。取り組みを進めて執筆してくださった

先生方に心より感謝いたします。前回の共同研究において、学習指導要領改訂の方向性の 3つの柱の一つ

「どのように学ぶか」の具体化として、アクティブラーニングの視点から皆様にご執筆をいただきました

が、この度は「何ができるようになるか」を前面に出した共同研究となりました。「何ができるようになる

か」の具体的記述としては、「社会と連携・協働しながら」「社会に開かれた教育課程」という記述があり

ます。タイトルは、『家庭や地域と連携・協働する家庭科授業（仮）』で、21世紀型スキルと新しい指導要

領の「生活の営みに関する見方・考え方」等を踏まえていただいています。 

 そしてこの著書は、会員の皆様には無料でお届けする予定ですが、7 月 4日～5日に北海道教育大学旭川校

で開かれる日本家庭科教育学会第 63 回全国大会での販売をめざしています。ラベンダー咲き誇る北海道で新

たな学びや研究にまつわるお話を分かち合いたいです。皆様是非お出かけください。 

 さらに、この会報に載せていますが、当中国地区会総会並びに研究発表会・講演会は、8 月 22日（土）に

山口大学教育学部で行われます。ここでも、皆様とお会いできるのを楽しみにしています。 
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第 39 回日本家庭科教育学会中国地区会「役員会」（総会）報告 

令和元年度の日本家庭科教育学会中国地区会の研究発表および講演会は，令和元年8月17日（土）に、島根

大学において開催された。 

総会次第 

１ 開会の辞     佐藤  園         

２ 会長挨拶     西  敦子        ②平成 24 年度会計予算 (案)       西  

３ 会場校挨拶    佐藤  園        ③共同研究について              西  

４  議長選出       伊藤 圭子             ④その他              

５ 議事                                  

（１）報告事項                 次期会場校挨拶          井上富美 

①平成 30 年度庶務報告   森永 八江                         山本  

②平成 30 年度会計報告   森永 八江 

③平成 30 年度会計監査報告 鎌野 育代・佐藤 園 

［ 報 告 事 項 ］ 

１．平成 30 年度庶務報告 

①  地区会現況報告（令和元年 7 月 31 日 現在） 

鳥取県 7 名 広島県 41 名 岡山県 10 名 島根県 31 名 山口県 11 名 

計 100 名  (平成 30 年 8 月 108 名) 

②  平成 30 年度事業報告 （平成 30 年 4 月～平成 31 年 3 月） 

平成 30 年 8 月 役員会・総会ならびに中国地区会第 38 回研究発表会・講演会開催（岡山大学） 

平成 30 年 3 月 共同研究(12 冊目)のテーマ募集 

平成 30 年 3 月 会報 39 号発行 

   ２．平成 30 年度 会計報告 

＊一般会計（自：平成 30 年 4 月 1 日～至：平成 31 年 3 月 31 日） 

＜収入の部＞                      （単位 円） 

費 目 予算額 決算額 摘 要 

前年度繰越金 215,635 215,635   

地区会費 108,000 120,000 1,000×120人分 

本部からの交付金 54,360 54,300   

教大協からの補助金 35,000 35,000   

雑収入 2 1 預金利息 

合計 412,997 424,936   

＜支出の部＞                               （単位 円） 

費 目 予算額 決算額 摘 要 

総会費 100,000 100,000   

通信費 20,000 15,045 会報 39号 

事務用品費 5,000 1,209   

会議費 10,000 4,320   

印刷費 30,000 0   

雑費 1,000 0   

共同研究費（特別会計） 50,000 50,000   

予備費 196,997 0   

合計 412,997 170,574   

 

＜次年度繰越金＞  254,362 円 

 

 

（２）協議事項 

①役員の欠員補充について       西  敦子 

②令和元年度事業計画          森永 八江 

③令和元年度会計予算         森永 八江 

④共同研究について              正保 正惠 

⑤ その他                       西  敦子 

６ 次期会場校（島根大学）挨拶   鎌野 育代 

７  閉会の辞                      佐藤  園 
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＊特別会計 （自：平成 29 年 4 月 1 日～至：平成 30 年 3 月 31 日）  

＜収入の部＞                                          (単位：円) 

事項 予算額 決算額 備考 

前年度繰越金 656,063 656,063  

一般会計から繰入 50,000 50,000  

利子 6 3  

  計 706,069 706,066  

 

＜支出の部＞                             （単位：円） 

事項 予算額 決算額 備考 

通信費 10,000 0  

雑費 1,000 0  

予備費 695,069 0  

  計 706,069 0  

＜次年度繰越金＞  706,066 円 

３．平成 30 年度 会計監査報告 

平成 30 年度の会計について、領収書、帳簿を照合して監査した結果、 

適正に処理されていましたので、報告いたします。 

                       令和元年 8 月 17 日 

                        会計監査 ： 鎌野 育代 

                        会計監査 ： 佐藤 園 

 [ 協 議 事 項 ] 

１． 役員改選および新体制について 

（1） 令和元年･2 年度の役員選出結果 

・島根県  鎌野育代（島根大学） 

・岡山県  河田哲典（岡山大学） 

・広島県  正保正惠（福山市立大学） 

・山口県  森永八江（山口大学） 

（2） 役割分担 

役職 所属 氏名 

地区会長 福山市立大学     正保正惠   ※ 

地区副会長 

岡山大学                 河田哲典   ※ 

― ― 

 

会計監査 

  

島根大学 

 

    鎌野育代 

  

     山口大学 

 

    森永八江 

 

庶務会計 

 

     広島大学 

 

梶山曜子・中村誉子 

                              ※は地区代表者 

（3）役員の欠員補充に関すること 
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２． 令和元年度事業計画（案） 

令和元年 5 月 共同研究申し込み締切 

令和元年 6 月 日本家庭科教育学会中国地区会第 39 回研究発表会ならびに総会案内送付（島根大学） 

令和元年 8 月 役員会開催（島根大学） 

令和元年 8 月 日本家庭科教育学会中国地区会第 39 回研究発表会ならびに総会（島根大学） 

令和元年 12 月 共同研究原稿提出締切 

令和 2 年 3 月 会報 40 号発行 

３．令和元年度会計 予算（案）  

＊一般会計（自：平成 31 年 4 月 1 日～至：令和 2 年 3 月 31 日） 

＜収入の部＞                                         （単位 円） 

費 目 30 年度決算額 予算 摘 要 

前年度繰越金 215,635 254,362   

地区会費 120,000 100,000 1,000 円×100 人分 

本部からの交付金 54,300 52,830   

教大協からの補助金 35,000 35,000   

雑収入 1 1   

合計 424,936 442,193   

＜支出の部＞                              （単位 円） 

費 目 30 年度決算額 予算額 摘 要 

総会費 100,000 100,000   

通信費 15,045 20,000   

事務用品費 1,209 5,000   

会議費 4,320 10,000   

印刷費 0 30,000 会報 40号 

雑費 0 1,000   

共同研究費（特別会計） 50,000 50,000   

予備費 0 226,193  

計 170,574 442,193   

 

＊ 特別会計 （自：平成 31 年 4 月 1 日～至：令和 2 年 3 月 31 日） 

＜収入の部＞                                 (単位：円) 

事項 30 年度決算額 予算額 備考 

前年度繰越金 656,063 656,063  

一般会計から繰入 50,000 50,000  

利子 3 3  

  計 706,066 706,066  

 

＜支出の部＞                             （単位：円） 

事項 30 年度決算額 予算額 備考 

共同研究出版費（買上げ） 0 420,000 ¥2,100×200冊 

通信費 0 10,000  

雑費 0 1,000 振込手数料 

予備費 0 257,066  

  計 0 706,066  
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日本家庭科教育学会中国地区会 
 

第３９回 研究発表会・講演会・総会 

 

 

日時：令和元年 8月 17日(土) 

 

場所：島根大学教育学部 多目的ホール（517） 

 

松江市西川津町１０６０ 

  ℡ ０８５２－３２－６３５４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日   程 

 

（１１：１５～１２：４５  役員会） 

   １２：３０～       受付 

   １３：００～１３：３０  総会 

   １３：４０～１４：４０  研究発表 

   １４：４０～１５：００  休憩 

   １５：００～１６：３０  講演会 

   １６：３０        閉会 

  （１６：３０～１７：００）  共同研究打ち合わせ会 
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研 究 発 表（１３:４０～１４:４０） 

 

１. 多面的な見方・考え方ができる消費者を目指して  

～エシカル消費で世界を変えよう～ 

             島根大学教育学部              ○鎌野育代 

             島根大学教育学部附属義務教育学校後期課程   青木佳美 

             島根大学教育学部附属義務教育学校前期課程   竹吉昭人 

             島根大学教育学部               平井早苗 

             島根大学教育学部（元）           多々納道子 

 

２．地域の祭礼装束を題材とした家庭科衣生活分野の教材化について 

             広島女学院大学              ○楢崎久美子 

                                                      

３．「ケアリングを育む中学校家庭科授業の開発」  

            広島大学附属三原中学校                 ○藤井志保 

             広島大学大学院教育学研究科                 伊藤圭子 

 

４．教育学部の初等科家庭履修者によるレポート「野菜の切り方」に関する研究 

             山口大学教育学部               ○森永八江 

 

講演会（１５：００～１６：３０） 

演 題     

家庭科における消費者教育の展開 -18 歳成年への移行とキャッシュレス化をふまえて- 

講師  鈴木 真由子先生  （大阪教育大学教育学部教授） 
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発表番号１ 

多面的な見方・考え方ができる消費者を目指して～エシカル消費で世界を変えよう～ 

島根大学教育学部              ○鎌野育代   島根大学教育学部    平井早苗 

島根大学教育学部附属義務教育学校後期課程   青木佳美   島根大学教育学部（元） 多々納道子 

島根大学教育学部附属義務教育学校前期課程   竹吉昭人 

                       
Ⅰ はじめに 

現在、わが国の消費者教育のめざすところは、「自立した消費者」を育成するとともに「消費者市民社

会」を実現することにある。この「消費者市民社会」の形成者とは、消費者一人ひとりが、自らの行動が

他者や社会、環境に及ぼす影響を自覚して、公正で持続可能な開発に寄与できるような力を身に付ける

ことである。つまり、多面的な視点をもって消費生活を行おうとする消費者の育成を目指すことである。

消費者教育はいま、国連による SDGｓ（持続可能な開発目標）という国際的な潮流のなかで、「消費者市
民社会」をキーワードにさまざまな期待を担っている。今回、SDGｓ12 の「つくる責任、つかう責任：

持続可能な消費と生産パターンを確保する」に焦点をあて、消費者市民社会の構築に向けた消費者教育

の充実をめざした教材開発を行ない、その授業効果を明らかにすることにした。具体的には、エシカル消

費について理解し、エシカル消費の視点から商品の選択と購入ができるようになることを可視化するた

め、エシカルポイントを設定した教材を工夫した。また、生涯学習の視点から小学校と中学校との連携の

もとに、消費者教育の授業実践を行った。 

Ⅱ 研究の方法 

 (1) 対象・・・・島根県松江市内の小学校 5・6 年生と松江市内の中学校 3 年生 

 (2) 実施時期・・平成 30 年 1 月～2 月 

 (3) 方法・・・・児童・生徒にとって身近な弁当選びを取り上げ、エシカル消費の視点を学ぶ前後に

選んだ弁当のエシカルポイントを比較・検討することによって、消費行動の違いにより社会や環境にど

のような影響があるのかを理解させた。この授業の前後にアンケート調査を実施するとともに、授業後
のワークプリントを分析の対象とした。 

Ⅲ 指導計画 

小学生は、弁当選びを通してこれまでの消費生活を振り返り、買ったりするためのポイントをまとめ

る。一方中学生はまず自由にから揚げ弁当を選択し、エシカルポイントを計算する。ここで使用するエシ

カルポイントとは「環境」「人や社会」「地域」といった３つの視点から配点を作成したものである。続い

て中学生はエシカル消費として「地産地消」「フェアトレード」「フードマイレージ」「容器包装」「フード
ロス」「被災地への支援」「障害のある人への支援」「寄付つき製品の購入」について調べ学習を行い、小

学生にエシカル消費についてのプレゼンをおこなうための資料を作成した。最後に小・中合同授業で中

学生が小学生にエシカル消費についてプレゼンをし、それを受けて小学生が再度弁当選びを通し、小学

生が 1 回目に選んだ弁当のエシカルポイントと金額を比較検討するといった内容であった。 

Ⅳ 結果と考察 

・小学生が 2 回目に選んだ弁当のエシカルポイントと弁当の合計金額は、「環境」学習前 58 ポイント→
102 ポイント、「人や社会」学習前 44 ポイント→93 ポイント、「地域」学習前 69 ポイント→120ポイン

ト、「合計金額」学習前 14,870 円→17,370 円という結果となり、小学生は中学生のエシカル消費につい

てのプレゼンを聞くことで、商品の選択についての意識が変化することが窺えた。 

・小・中学生の学習前後のアンケートからは食品の購入するときに重視していることについての質問に

対して「環境」小学生 21％→42％、中学生 8％→49％「地元の食品」小学生 17％→46％、中学生 20％

→65％「フェアトレード」小学生 0％→31％、中学生 3％→63％「被災地で作られた食品」小学生 2％→
24％、中学生 1％→51％というように、エシカルな消費に価値を高めることが明らかとなった。 

・小・中学生に「エシカル消費」について説明できるかといった質問に対し小学生は 0％から 54％、中

学生は 0.7％から 82％と小学生は約半数、中学生は約 8 割がエシカル消費について理解したということ

がわかった。また、実際に小学生も中学生もエシカル消費について学んだ後に選んだ弁当のエシカルポ

イントは、上昇していたことからもエシカルな消費を身に付けるために可視化した今回の教材の工夫は

有効であったと考えられる。 
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発表番号 ２ 

地域の祭礼装束を題材とした家庭科衣生活分野の教材化について 

広島女学院大学人間生活学部生活デザイン学科 

楢﨑 久美子 

１．はじめに 

本研究では、中学校の新学習指導要領における、B 衣食住の生活の（4）「衣生活の選択と手入れ」の

ア（ア）衣服と社会生活との関わりについての内容を助ける教材を提案することを目的としている。新学

習指導要領では、日常着の基本的な情報の他に、社会生活を営む上での機能を中心に理解することを求

められている。この際、学習指導要領解説では和服に触れるよう指示があり、すでに現行の教科書でも着

装や構成について記載されている。しかし、現在の衣生活では和服にはほとんど馴染みがなく、扱いが困

難だと予測される。そこで、地域の祭礼装束を教材化すれば、実物に触れる機会があり、かつ、地域との

協働や持続可能な社会の構築のきっかけを作ることもできるのではないかと思い検討した。 

２．本研究で取り上げた地域の祭礼及びその装束について 

本研究では広島県山県郡安芸太田町で行われている「殿賀田楽 花田植え」

を教材化の対象として取り上げ、現在資料収集を行なっている。例えば、早

乙女の装束の素材、構成、色、柄を記録し、教材化するための基本資料とし

た。早乙女の装束は、流水に源氏車文様を全体に配しており、藍の注染で綿

100%の生地を手縫いで仕立てた浴衣に、赤と黄のリバーシブル化繊帯を用

い、洋風のエプロン、紅のたすきを使用している（図 1）。頭部装飾には花傘

があり、花傘の下には赤と青の豆絞りの手ぬぐいで姉さんかぶりをし、汗拭

き用の手ぬぐいを耳から顎にかけてつけている。なお、この装束は約 30年前

に殿賀田楽保存会によって整えられたものである。 

 

３． 教材化の検討                            図 1 早乙女装束 

 中学校の全 4 時間の授業として設定をし、授業案を検討した。1・2 時間目には祭礼の様子と実際の装

束を示し、観察することで浴衣の作りや着方、たたみ方、動作の様子などを知り、和服の構成を理解させ

る。また、祭礼に関わる地域の方の講話を聞かせることで、田楽の成り立ちや米づくりとの関わり、文化

継承の思いを知らせる。3・4 時間目には着装体験や田楽の振りを実際にすることにより、洋服との違い

や、着心地、気持ちの変化を考えさせ、表現させる。また、祭礼や装束の継承を土台に、衣服の社会的機

能や生活文化の過去、現在、今後について問題点や課題を考えさせる。このように地域の祭礼装束は単な

る和服の理解だけにとどまらず、社会的機能を持っているからこそ、食文化や、家族・地域との関わりな

ど他の単元と関連させることもでき、ESD の視点を取り入れた複合的な教材として可能性を持っている

と考えられる。 

４．おわりに 

 本研究で取り上げた祭礼と装束を用いて 2019 年 3 月に小学校「総合的な学習の時間」で他の地域の田

楽行事の装束との比較を行い、教材として活用したことを含め、今後も小・中・高で地域の祭礼装束を教

材として活用するための提案を行っていきたい。 
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発表番号 ３ 

ケアリングを育む中学校家庭科の授業開発 

 

 広島大学附属三原中学校 藤井志保 

広島大学大学院教育学研究科 伊藤圭子 
 

《目 的》 

近年，子どもたちの人間関係の希薄化、他者を受け容れる気持ちや思いやりに関して問題視されてい

る。そのため、人と人との関係性を築き，他者を思いやることのできるケアリングが求められている。本

稿ではケアリングを「自分をかけがえのない存在としてケアし，他者を尊重し，他者からの働きかけに応

答し，互いに認め合う者同士の結びつき」とし，実際のケアを媒介とする関係性を育む教育をケアリング
教育と捉える。家庭科は，学びの題材が生活の中にあり，自身の生活に編みなおすことができ，実際の生

活と関連付け「ケアし，ケアされる」双方向の応答的な場面の設定が可能な教科である。 

そこで、本研究は中学生と高齢者のかかわりをとり入れた「地域の高齢の方との交流会」の授業モデル

を構想し，実践し、それをケアする人とケアされる人の双方向から分析することによって，ケアリングモ

デルの有効性を検討することを目的とする。  

 
《方 法》 

１.授業実践：題材名「地域の高齢の方との交流会」（M中学校１学年 77名対象）を 2018年２月に実施

した。 

 

２.質問紙調査：調査時期は 2018年８月～９月であり、調査対象者は交流会に参加した中学校１年生

（うち有効回答 73名）と交流会に参加した地域の高齢者 22名であった。調査内容は交流会への満足状
況とその理由、交流会の改善点などであり、その回答の分析は、修正版グラウンデッド・セオリー・ア

プローチ（M-GTA）によった。 

 

《結 果》 

１．ケアリング授業モデルとして，ノディングズが提唱する「モデリング、対話、実践、確証の 4つのス

テップ」を適用して、題材名「地域の高齢の方との交流会」においてケアリング授業モデルを試案した。 
 

２．M-GTAによる分析結果、子どもの自由記述回答でのヴァリエーションは 118個であり、地域の高齢者

による回答のヴァリエーションは 77個であった。 

 

３．交流会への満足状況は、「とても満足した」「満足した」と回答したのは、子どもは 99.0％、地域の

高齢者は 100％であったが、子どもの満足と地域の高齢者の満足において、理由にずれが生じていた。ず
れの一つ目は、子どもは緊張し会話ができなかったと反省し自己評価が低かったが，地域の高齢者は子

どもが緊張して会話がなくとも，一生懸命な姿を評価していた。二つ目は，地域の高齢者が交流会の事前

準備と事後対応を含めて肯定的に捉えて評価していたが、子どもは当日の交流会に焦点をあてて評価し

ていた。 

 

４.今後の課題として，ケアリングモデルにおいて教師の果たす役割の検討が挙げられる。子どものケア
リングの生成を支援するためには，「モデリング→対話→実践→確証」のうち「確証」が重要であり，こ

のステップを実施することにより、授業場面においては子どもが気付くことができなかった相手のケア

を理解し、双方向の関係が深まることに繋がると考えられる。 
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発表番号 ４ 

教育学部の初等科家庭履修者によるレポート「野菜の切り方」に関する研究 

○森永八江・山口大学教育学部 

1．目的 

 山口大学教育学部の初等科家庭を履修する学生は、野菜の切り方に関してどのくらいの知識及び技能が身に

ついているのか、学生が行ったレポートにより調べた。 

 

2．方法 

 初等科家庭を受講した 152 人の学生のうち、本研究への参加を許諾した 123 人の学生のレポートを集計し

た。課題は、「野菜の切り方 9 種類」で、注意事項として、写真入りでレポートを作成する、手書きで作成す

る、A4サイズの用紙であること、平成 29年 5月 11日の授業で提出する、必ず一人でするとした。集計は、何

切りをしたか、どんな野菜を使用したかなど項目に分けて Excelに入力した。 

 

3．結果・考察 

野菜の切り方として記述があったのは、いちょう切り 115人（ニンジン 87人、ダイコン 16人、キュウリ 6

人、ジャガイモ 2 人、タケノコ 1 人、タマネギ 1人、ナス 1人、サツマイモ 1人）、輪切り 110人（ニンジン

69人、キュウリ 23人、ダイコン 9人、トマト 3人、ナス 2人、ジャガイモ 2人、サツマイモ 1人、根深ネギ

1 人）、半月切り 109人（ニンジン 85人、キュウリ 10人、ダイコン 10人、トマト 2人、タマネギ 2人）、短冊

切り 109 人（ニンジン 85人、ダイコン 16 人、キュウリ 3人、ジャガイモ 2人、ヤマイモ 1人、油揚げ 1人、

厚揚げ豆腐 1人）、薄切り 90人（ダイコン 4人、ニンジン 42人、タマネギ 27人、キュウリ 12人、ナス 1人、

うずらの卵〔ゆで卵〕1人、キウイ 1人）、くし形切りが 90人（タマネギ 37人、トマト 36人、ニンジン 9人、

ダイコン 3人、カボチャ 1人、オレンジ 1人、レモン 1人、キウイ 1人、ゆで卵 1人）、せん切り 84人（キャ

ベツ 5 人、ピーマン 2 人、根深ネギ 1 人、タマネギ 1 人、葉ネギ 1 人、ハクサイ 1 人）、さいの目切り 80 人

（ニンジン 58人、ダイコン 9人、ジャガイモ 5人、キュウリ 1人、ナス 1人、豆腐 6人）、斜め切り 75人（キ

ュウリ 29人、ニンジン 31人、根深ネギ 5人、葉ネギ 3人、ダイコン 2人、ナス 2人、ゴボウ 1人、キウイ 1

人、バナナ 1人）、乱切り 39人（ニンジン 23人、キュウリ 7人、ゴボウ 2人、ジャガイモ 2人、ナス 2人、

ダイコン 1人、ピーマン 1人、バナナ 1人）、みじん切り 36人（タマネギ 18人、ニンジン 15人、ピーマン 1

人、葉ネギ 1 人、ニンニク 1 人）、細切り 26 人（ニンジン 11 人、ピーマン 8 人、キュウリ 3 人、ダイコン 3

人、ジャガイモ 1 人）、拍子木切り 24人（ニンジン 15人、ジャガイモ 4人、ダイコン 3人、タマネギ 1人、

キュウリ 1人）、小口切り 13人（葉ネギ 11人、根深ネギ 2人）、色紙切り 6人（ニンジン 4人、キュウリ 1人、

ダイコン 1人）、ささがき 5人（ニンジン 4人、ゴボウ 1人）、ざく切り 5人（ホウレンソウ 2人、コマツナ 1

人、タマネギ 1 人、ニラ 1人）、ぶつ切り 4 人（ニンジン 2人、コマツナ 1人、キュウリ 1人）、シャトー切り

2人（ニンジン）、蛇腹切り 1人（キュウリ）、桂剥き 1人（ダイコン）、飾り切り 1人（ニンジン）、花形切り

1人（ニンジン）、面取り 1人（ニンジン）、そぎ切り 1人（エリンギ）、四つ切り 1人（ジャガイモ）、ブロッ

コリー切り 1 人であった。ブロッコリー切りは実在しない名前なので、「子房に分ける」が正しいと考えられ

た。 

様々な野菜の切り方が既に頭に入っていた人は、容易に 9種類の切り方を思い浮かべることができたと思わ

れるが、それぞれが正しい切り方であったかは定かでないと考えられた。切り方を知っていたとしても、だい

だい何 cm 幅に切る切り方であるのか、この切り方はどんな野菜に用いられるものであるのかなど、正しい知

識を信頼性のある参考文献で調べることが、この課題を行う上で大切であったと考えられた。課題を通して、

小学生に教える立場から調理実習の際に気をつけなければいけないことや危険因子を見つけることができた

人が多かった。また、切り方によって味に影響が出ることに気付けた学生もいた。何よりもまずは基本の正し

い切り方を習得しなければならないと考えられた。 
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＜講演パワーポイント＞ 

演 題 家庭科における消費者教育の展開 -18 歳成年への移行とキャッシュレス化をふまえて- 

講 師 鈴木 真由子先生  （大阪教育大学教育学部 教授） 
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□■□研究室だより□■□ 

 

島根大学教育学部初等教育開発専攻  鎌野 育代 

 

 島根大学教育学部は、平成 16 年の改組で教員養成に特化されることとなりました。その時に島根大

学教育学部は主専攻と副専攻制をとることとなり、主専攻と副専攻の 2 つの専攻を学ぶことが卒業要件

となりました。また、技術科教育専攻と家政教育専攻が１専攻となり、名称が人間生活環境教育専攻と

変わりました。その後、平成 29 年度の改組により主専攻としての人間生活環境教育専攻が廃止となり
ました。現在は平成 28 年度入学の学生が 4 年生となり、最後の卒業論文の指導にあたっています。ま

た、多くの先生方で支えられていた人間生活環境教育も一人また一人と他大学に移られたり、島根大学

に新設された人間科学部に移られたりと現在では 2 名の専任教員と 2 名の特任教諭で家政教育を運営し

ております。2 名の教員も講座がなくなるということで、現在初等教育開発講座に所属し、昨年度より

初等の学生の卒業論文の指導にもあたっています。4 月からは教育の対象の学生は家政教育副専攻とな

り、現在 3 年生が 2 名、2 年生が 7 名、1 年生が 7 名となっています。また、附属小・中学校にも変化
がありました。島根大学教育学部附属小学校、中学校がこの令和元年より義務教育学校となり、名称も

代わりました。附属小学校が、島根大学教育学部附属義務教育学校前期課程となり、附属中学校も島根

大学教育学部附属義務教育学校後期課程となりました。小中学校の先生方の話では、名称は変わったも

のの大きな変化はなく、今まで以上に小中学校との連携が強化されるように求められているようです。 

  

現在、初等教育の学生と家政副専攻の学生の授業を担当しています。初等教育として「初等家庭科教
育法概説」と「初等家庭科内容構成研究」、また家政副専攻として「中等家庭科教育法概説」「中等家庭

科教育法臨床」そして、「家族関係」の指導にあたっています。内容面では、1)大学の授業であってもね

らいを明確にした授業にすること 2)講義だけの授業ではなく、グループワーク等を通して体験的に学

べること 3）現場に出たときに役立つ授業とすること の 3 つを目標にしています。私自身、30 年近

く中学校の教員をしていた関係で、驚いたことは大学生が授業内で発言をしないということでした。中

学生も学年が上がるごとに挙手の割合が減ってくる傾向にありましたが、大学生にもなれば、積極的に
自分の意見を言うのではないかといった漠然としたイメージをもっておりました。近年、パワーポイン

トを用いた授業が主流となり、学生の授業の受け方も様変わりしてきているものと考えます。現在、ア

クティブ・ラーニングといった学習方法を積極的に取り入れるようにいわれておりますが、発言しない

大学生を前に教える立場にある私たちの授業の方法も変えていくこと、学生に教師としての力をつけら

れるような授業をしているのか、再度私たちが授業の捉えなおしをする必要があるのではないかという

話をしています。卒業論文の指導については、現在 3 年生を 4 名、4 年生を 4 名指導しております。学
生の取り組んでいる卒業論文のテーマとしては、家庭科教育におけるエシカル消費の授業実践研究や家

族とのコミュニケーションと家事労働との関係といったものです。週に 1 回、1 時間ほどの指導を継続

しています。 

 

研究面では、今年度日本家庭科教育学会中国地区会が島根大学で行われました。このような大きな大

会が自分の大学で行われましたが、地区会の会員が大学内に 5 名いるものの実質は 3 名で運営しなけれ
ばいけないという条件の中でした。しかし、会員の先生方の強力なお力添えがありなんとか無事に終え

ることができました。私自身、大会運営という始めての経験でしたが、多くのことを勉強させていただ

くことができました。二つ目として、附属義務教育学校との連携研究も課題の一つです。昨年度より消

費者教育を中心に研究を進めています。今年度は、令和元年度 学校における消費者教育推進のための

実践研究事業及び島根県若年者消費者教育研修事業の一環として、公開研究会を実施することができま

した。 

今後も教員養成のための授業と自分自身の研究の充実を目指して日々努力していきたいと考えており

ます。 
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＊＊＊〈学校現場から〉＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

地域と連携した乳幼児との触れ合い体験の実践 
山口大学教育学部附属山口中学校 河原 咲子 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

１．はじめに 

 山口県では、コミュニティ・スクールを核として、学校・家庭・地域が連携・協働し社会総がかりで
の教育を実現する「やまぐち型地域連携教育」を推進している。本校も、本年度より学校運営協議会を

設置し、コミュニティ・スクールとしてスタートした。その取組の１つとして、地域の子育て支援チー

ムや幼稚園等と連携して、家庭科の授業や休み時間を利用した体験活動の充実を試みた。 

 本校生徒は、市内外の多様な地域から通っているため、今までは学校周辺の地域の方々と接する機会
が少なかった。特に乳幼児と日常的に関わっている生徒はほとんどおらず、どのように関わればよいか

イメージをもてていなかった。実際に乳幼児と触れ合い、子育てをする親や子育てを支える地域の方々

との関わりを通して、自身のこれまでの成長を振り返ったり、これから自分たちが子どもを育てたり、

地域のためにできることを考えさせることを目的に実践を行った。 

２．今年度の実践から 

指導計画（３年） 
(１)乳幼児親子触れ合い体験 

 ２時間の授業時間で、①保健師、助産師指導による妊婦

体験、妊婦さんへの質問②おむつ交換、チャイルドビジョ
ン体験③乳幼児親子との触れ合い体験の３つのブースを設

置し、グループごとにローテーションで体験を行わせた。

はじめ乳幼児に対してどのように関わればよいか戸惑って

いる生徒もいたが、乳幼児の母親からアドバイスをもらい
笑顔で触れ合うことができてい

た。また、おむつ交換を練習した

後に、実際に乳児のおむつを替え
させてもらった生徒もおり、動く

乳児に苦戦しながらも、生き生き

と取り組んでいた。 
(２)幼稚園訪問 

 幼稚園を訪問しての保育実習は毎年実施しており、本年度も 2校の幼稚園

に受け入れてもらい実施した。生徒たちは、事前に遊びやおもちゃを用意

し、約１時間幼児と触れ合い活動を行った。 
生徒の感想より 

・最初は乳幼児親子触れ合い体験の時のようにはふれあえないかと思った 

けど、想像以上に幼児が積極的に遊んでくれて楽しかった。 
・子どもは苦手と思っていたけど、実際に接するととても可愛いらしく思えた。 

・１歳の子と関わったときはほとんどしゃべれなかったのに、年少になるとたくさんしゃべっていて

幼児の成長や発達を感じることができた。 
(３)子育てサロン 

 本校の 1教室を開放し、子育てサロンを実施した。子育てサロンには乳幼児の親子が参加し、昼休み

の時間には、有志の生徒が乳幼児に絵本や紙芝居を読んだり、一緒におもちゃで遊んだりした。３年生
は授業で学習したことを深め、１，２年生は乳幼児に対しての関心をもつきっかけとなった。 

３．成果と課題 

 今年度３回の触れ合い体験活動を行い、生徒は回を重ねるごとに、乳幼児に対する不安感が解消さ

れ、子育てに対する楽しさや大変さを感じることができたようだった。また、子育てを支える地域の
方々と関わることができたことにより、子育てには多くの人の助けがあることを知ることができた。 

 今後は、生徒にも子育て親子にも地域の方々にも参加しやすく実りのある体験活動にするため、活動

内容を再検討したり、昼休みの時間を使っての子育てサロンをする機会を増やしたりしていきたい。 
 

内容 時間 

1 幼いころを振り返ろう 1 

2 幼児の体の発達を知ろう 1 

3 幼児の心の発達を知ろう 1 

4 幼児の生活習慣の習得について考え

よう 

1 

5 乳幼児親子触れ合い体験 2 

6 幼児の生活と遊びを知ろう 1 

7 幼児との関わり方を考え、工夫しよ

う（幼稚園訪問事前準備） 

2 

8 幼稚園訪問 2 

9 幼児との関わりを振り返ろう 1 

（授業外）子育てサロン  
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2019 年度 日本家庭科教育学会本部だより           

 

 中国地区会会長 正保正惠  

                              

日本家庭科教育学会 2019 年度 第 2 回地区会代表者会議議事録 

 

日 時：2019年 12 月 8日（日）11：20～12：15 

場 所：東京学芸大学講義棟 S棟４階 S407 

出席者：鎌田（北海道）、堀江（東北）、仲田・萬羽（関東）、磯﨑・尾島（北陸）、 

横山・星野（東海）、永田・山本（近畿）、正保・河田（中国）、福井（四国）、 

浅井（九州） 

赤塚、鈴木（真）、堀内、綿引、渡瀬、小高、瀬戸、鈴木（明）、井元、阿部、 

佐藤（裕）、中西、上野、佐藤（ゆ）、岡部、岡、伊藤、中山、望月、貴志、矢野 

欠席者：土岐（北海道）、天木（岩手）、小島（高知）、財津（大分）、佐藤（園）、浜島 

議 長：磯﨑（北陸地区） 

記 録：尾島（北陸地区） 

配布資料 

① 2019 年度 1回地区会代表者会議議事録（案） 

② 渉外・広報報告理事会資料 

③ 地区会報告資料（関東地区） 

④ 『日本家庭科教育学会関東地区会誌関東地区会 40周年記念号』（関東地区会） 

⑤ 地区会会報（東海地区） 

⑥ 『生活場面で実践できる力の実態と課題』（東海地区研究プロジェクト） 

 

Ⅰ．2019年度 1回地区会代表者会議議事録の承認   

Ⅱ 協議事項 

１．各地区の共同研究の進め方など地区会の報告について 

各地区から標記の報告がなされた。併せて各地区の 2019年度の地区総会・大会等の開催について報告があっ

た。以下には、共同研究の進め方などの報告を記す。 

・北海道地区は研究助成の補助を行っている。 

・関東地区は 10 月 25日〆切で研究助成グループの募集を行った。決定したグループには今後例会で成果等

の報告を求めることとしている。 

・北陸地区は北陸家庭科授業研究会を実施し、定期的に開催している。 

・東海地区は「知識構成型ジグゾー法を用いた家庭科の授業実践」の研究プロジェクトが立ち上がり活動し

ている。 

・中国地区は共同研究を進めているが、他地区会員との共同研究が難しい状況もでているため、会員の資格

要件について確認したい（後述「その他」にて） 

・四国地区は毎年 10万円の助成を行い、採択件数に応じて配分している。今年は 1件の応募があった。 

 

２．全国大会開催の輪番について 

 標記について当面の開催については下記の通りとなっていることが確認された。 

2020 年度：北海道地区，2021 年度：近畿地区， 

2022 年度：理事会，2023年度：九州地区、2024年度：東北地区 

（2007年度第 4回理事会承認 2007 年度第 2回地区会代表者会議報告了承済） 

 ただし、2024年度開催の東北地区から開催の担当について意見があり、理事会で検討することとなった。

各地区からの意見は下記のとおり。 

 ・東北地区：次回（2024年度）全国大会開催に際して人が足りず、物理的にも困難が多い。他地区に関し

てはいかがか？今後の開催に向けて不安も大きい。 



18 
 

・北海道地区：次年度全国大会を開催する。人数も少なく、地理的にも困難ではある（移動も 9時間かかる

場所もある）が、家庭科教育学会の発展のため力を合わせて頑張っている。 

・関東地区：学校の数が多い割には会員数が少ない印象もある。 

・東海地区：地区会の人数が減少傾向にあり、運営は困難になってきている。 

・北陸地区：現状として地区会の運営・大会の開催はなんとか各県で回している。 

・近畿地区：全国大会はオール近畿ならできるかと思うが、地区会運営は困難になってきている。 

・四国地区：地区会はぎりぎりで運営している。全国大会担当はやむを得ない。なお、他地区とまとめての

開催では、範囲も広く、かつ輪番も早くなるのでやりづらいのではないか。 

・中国地区：5県あるが鳥取の会員はいない。地区会自体の人数は少ないが熱意を持って取り組んでいる。 

・九州地区：前回の実行委員会は九州全県から有志 10名程度であった。少数精鋭でやるしかないと考えてい

る。 

 

３．地区会代表者会議の運営について 

 標記について確認がなされ、了承された。なお、2020年度から 2024 年度までの運営は下記の通りであ

る。 

2020 年度：関東地区、2021年度：東海地区 

 2022 年度：北海道地区、2023年度：近畿地区、2024年度九州地区 

                   （2013年度第 2回地区会代表者会議覚書より） 

  

４．その他 

 中国地区より、他地区の方との共同研究が難しい現状を踏まえて、各地区の会員資格要件についての確認

があった。それを受けてⅢの報告事項にて地区の状況を確認した。 

 

Ⅲ 報告事項 

１．地区会報告 

北海道地区：会員資格要件はこの場では未確認であるが、会員数は 20名ほど。 

東北地区：この場では未確認であるが、本会に入っていなくても地区会に入っている人もいる。 

関東地区：関東地区に在住の者となっている。 

北陸地区：居住地に制限はない。 

東海地区：特に居住地の制限はないが、現実的に東海 4県下の方が会員となっている。 

近畿地区：近畿地区在住の者となっている。ただ、実態とあっていない現状もある。 

中国地区：中国地区在住の者となっている。  

四国地区：居住地に制限はない。 

九州地区：九州地区在住の者となっている。 

 

２．理事会報告 

・会長より 

第 4 回は台風により開催できず、メール会議にて開催した（そのため本日の理事会は第 4回の確認と第 5回

の審議を行った）。このような状況も踏まえて、災害時の対策も必要である。 

・事業担当： 現在は次年度開催の北海道大会への企画を検討中である。 

・研究推進担当：本日の例会での報告は、中間報告会ではあるが、今後も引き続き全員で検討を進めてい

く。また、学会として「SDGｓと家庭科」に取り組んでいきたい。 

・編集担当：2月発刊の学会誌に向けて編集中である。その中身として「家庭科教育と SDGｓ」シリーズが新

たに始まる。なお、著者所属の記載について理事会で検討中（継続審議）。 

・財務担当：例会の学生アルバイトの支払いの取り決めについて、今後は開催地の最低賃金を下回らないこ

ととする。また 1円単位は切り上げとする（東京の最低賃金は 1013円）。 

・渉外･広報担当；資料に基づき、メルマガの発信時期･内容について報告があった。また、地区会の情報発

信としても活用いただきたい旨依頼があった。 

HP についても資料の通り説明･依頼があった。 
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2020 年 日本家庭科教育学会中国地区会 

第 40 回 研究発表＆講演会 

【期日】2020 年8 月22 日（土）（受付12：30～） 

■研究発表 １3：4０～１4：4０ 

■講 演 会 １5：0０～１6：3０ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【会場】山口大学教育学部 11番教室（C棟１階） 
 

【参加費】無 料 
 

【申込・問合せ先】事前申込み（当日参加も可能です） 

   ①E-mail：yae_mori@yamaguchi-u.ac.jp 件名 [中国地区会申込み] 

     ②TEL：08３－９３３－５４０７（森永八江）     

                  

塩のふしぎ入門 
～動画、実験など五感を通じて塩を知ろう～ 

公益財団法人 塩事業センター  

企画部 専任調査役 

講 師  谷井 潤郎 氏 
 

「調理における塩の役割」、「食品としての塩の製造」、「塩選びのポイント」など生活に欠

かせない塩について、動画や実験を交えながらお話ししていただきます。様々な塩の実物も見

せていただけます。 
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事 務 局 だ よ り 

＜新入会員＞（ 敬称略 ） 

（島根）中村典子 （山口）西尾幸一郎 河原咲子 （広島）冨田道子 

 

  ＜自動退会該当予定会員＞（ 敬称略 ） 

（島根）青木淳子 高橋哲也 立石祥美 中野吟子 原田真弓 森岡千登栄 湯村紗都子 

（広島）浦上千歳 中岡和美 平井美幸 増田恭子 

（鳥取）北垣球 （山口）古庄 又    

以上の方は、8月の総会までに連絡なき場合は、自動退会とさせていただきます。 

 

 １．会報執筆について      〈学校現場より〉 〈研究室だより〉 

     40 号（令和元年年度）   山口       鳥取 

41 号（令和 2 年度）    鳥取       島根 

42 号（令和 3 年度）    島根       岡山 

43 号（令和 4 年度）    岡山        広島 

44 号（令和 5 年度）    広島       山口 

 

２．地区会費の納入のお願い 

   地区会費の納入状況についてのお知らせを同封しています。2020 年度の地区会費とともに 

未納分の地区会費を下記の口座に納入して下さいますよう、お願いいたします。 

未納期間が 4 年を超えますと、自動退会となりますので、ご注意ください。 

お知らせの入っていない方は、2020 年度まで地区会費が納入済です。 

  【地区会費】 

      銀行口座   ゆうちょ銀行   記号          15500  

番号         30819531     加入者名   日本家庭科教育学会中国地区会 

      年 会 費      1,000円      入 会 金      不要 

他金融機関からですと 

店名      五五八（読み ゴゴハチ）    店番        558  

預金項目   普通預金                   口座番号         3081953 

  【入会申し込み方法】 

     下記事務局までお問い合わせ下さい。 

 

３．事務局連絡先 

   住所・勤務先の変更などがございましたら、事務局までお知らせ下さい。 

    〒739-8524 東広島市鏡山 1-1-1 広島大学大学院教育学研究科人間生活教育学講座 

                   人間生活教育方法学研究室  梶山 曜子  

TEL：（082）424-6851  Ｅ-mail：d191477@hiroshima-u.ac.jp 

 

 ４．送付先住所不明会員（ 敬称略 ） 

  董 婉婍 

 以上の方の連絡先を御存知の会員がおられましたら事務局までお知らせ下さい。 

 

《編集後記》 

会報第 40 号をお届けいたします。会報の発行に当たりまして、年度末のお忙しい中，ご執筆くださいまし

た先生方に深く感謝申し上げます。会員の皆様には会費納入のご協力をお願いします。また，氏名や連絡先

の変更が生じた場合は、事務局までお知らせくださいますようお願いします。 

本年度より事務局を担当させていただくことになりました梶山曜子と申します。至らぬところがあるかと

思いますが，どうぞよろしくお願いいたします。8月の中国地区会では、多くの会員の皆様のご参加を心よ

りお待ちしております。                             （梶山 曜子） 

mailto:d191477@hiroshima-u.ac.jp
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2020 年 2 月 14 日 

 

日本家庭科教育学会中国地区会会員 各位 

学会事務局 

 

 

第４０回研究発表会並びに総会のご案内 

 

 

会報に記載されていますように、８月２２日（土）山口大学教育学部におきまして標記の会を開催いた

します。 

 つきましては、研究発表を希望される方は、研究発表申込書（切り取り線以下）に必要事項をご記入の

上、５月３１日までに、メールまたは郵送で下記宛にご送付ください。 

 

送付先 

        〒753-8513 

        山口市吉田１６７７－１ 

        山口大学教育学部 森永八江 

         （tel 083-933-5407；E-mail yae_mori@yamaguchi-u.ac.jp） 

 

**************************************** 切り取り線 *************************************** 

発表者・所属 

（演者には○印） 

 

 

 

 

 

 

発表題目 

 

 

パワーポイント 

使用の有無 

（○で囲む） 

  

  使用する     ・    使用しない 

Windows7 で作成されたパワーポイントは対応しません 

発表者の連絡先 

電話番号 メールアドレス 

 

mailto:yae_mori@yamaguchi-u.ac.jp

